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Ⅰ 県内建設業を取り巻く状況

１ 検討の経緯

本県建設業は、本県の総生産の６.９％、就業者数の９.５％を占めるなど、地域経済

・雇用を支える基幹産業のひとつである。

また、建設業は、社会資本の整備はもとより、災害や除雪への対応等を通じて、県民

の安全・安心の確保に重要な役割を果たしているところであるが、建設投資額が大幅に

減少し、一時は県内建設企業が相次いで倒産するなど、本県建設業は非常に厳しい環境

に置かれることとなった。

このため、県では、建設産業振興のための基本的な考え方や具体的な施策・制度を示

す指針として、平成２４年度に「秋田県建設産業振興プラン」を策定したが、その後、

人口減少問題と相まって、建設労働者の高齢化と新規入職者の減少による「担い手不足」

が顕在化・深刻化し、現在、本県建設業は将来の存続が危惧されるに至っている。

担い手確保・育成の取組状況をみると、県においては、入札契約制度において若年者

雇用等に取り組む建設企業にインセンティブを付与する仕組みを導入するとともに、建

設業の魅力発信や技術者のキャリアアップの取組に助成する等、担い手確保・育成の施

策を推進している。

また、各建設業団体においても、インターンシップの受入れ等の従来からの取組に加

えて、会員企業の実態調査や検討委員会の設置等の新たな取組も始まっている。

このように行政・業界ともに、担い手確保・育成の施策を推進しているところである

が、県内建設業における平成２８年３月新規高校卒業者の充足率は２２.２％に止まり、

平成２９年３月新規高校卒業者の充足率は同年５月末現在で２１.７％とさらに低下し

ているため、今後は、そうした取組をより一層強化していく必要がある。

こうした状況の中、建設業の改善に関する重要事項を調査・審議する「秋田県建設業

審議会」の専門機関として、本小部会が平成２８年７月に設置され、建設業の担い手確

保・育成の具体的な方策等について、約１年にわたって継続的に審議してきたところで

ある。

【審議スケジュール】

平成２８年 ７月２９日 秋田県建設業審議会（諮問、担い手確保・育成小部会設置の承認等）

８月３０日 第一回小部会（担い手確保・育成の現状、意見聴取等）

１０月１７日 第二回小部会（専門家による講演、意見聴取等）

平成２９年 １月１３日 第三回小部会（中間報告（骨子案）の提示等）

３月１７日 第四回小部会（中間報告とりまとめ）

４月２６日 秋田県建設業審議会（小部会からの中間報告等）

６月 ５日 第五回小部会（最終報告とりまとめ）

今後の予定 ７月１４日 秋田県建設業審議会（答申）
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２ 県内建設業の現状

(1) 事業所数と従業者数

○ 建設業の民営事業所数は、全国・本県ともに製造業より多い。

○ 建設業の民営事業所数は、全国・本県ともに減少傾向にある。

583,616
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全国全国全国全国のののの民営事業所数民営事業所数民営事業所数民営事業所数 （（（（経済経済経済経済センサスセンサスセンサスセンサス））））

建設業 製造業 全産業

（事業所） （事業所）
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本県本県本県本県のののの民営事業所数民営事業所数民営事業所数民営事業所数 （（（（経済経済経済経済センサスセンサスセンサスセンサス））））

建設業 製造業 全産業

（事業所） （事業所）
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○ 建設業の従業者数は、全国・本県ともに製造業より少ない。

4,320,444 3,876,621 3,791,583

9,826,839
9,247,717 9,188,125

58,442,129
55,837,252 57,427,704
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全国全国全国全国のののの民営事業所従業者数民営事業所従業者数民営事業所従業者数民営事業所従業者数 （（（（経済経済経済経済センサスセンサスセンサスセンサス））））

建設業 製造業 全産業

（人）（人）
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建設業 製造業 全産業

（人） （人）
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○ 建設業の平均従業員数は、全国・本県ともに製造業・全産業より少ない。

7.4

18.9

10.6
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建設業 製造業 全産業

全国全国全国全国・１・１・１・１事業所当事業所当事業所当事業所当たりたりたりたり従業者数従業者数従業者数従業者数 （（（（平成平成平成平成２６２６２６２６年経済年経済年経済年経済センサスセンサスセンサスセンサス））））
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本県本県本県本県・１・１・１・１事業所当事業所当事業所当事業所当たりたりたりたり従業者数従業者数従業者数従業者数 （（（（平成平成平成平成２６２６２６２６年経済年経済年経済年経済センサスセンサスセンサスセンサス））））

（人）
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(2) 企業数と売上高

○ 建設業の企業数は、全国・本県ともに製造業より多い。

○ 建設業の企業数は、全国・本県ともに減少傾向にある。

520,473
468,199 456,312

450,966 434,130 417,932

4,480,753
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建設業 製造業 全産業

（企業） （企業）



- 6 -

○ 建設業の売上は、全国・本県ともに製造業より少ない。

83,384,100 87,846,402

343,085,349 347,704,238
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みの集計
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建設業 製造業 全産業

（百万円） （百万円）

（注）

必要な事項の数値

が得られた企業等の

みの集計
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○ 建設業の平均売上は、全国・本県ともに製造業・全産業より少ない。
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みの集計
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(3) 建設業許可業者数

○ 建設業許可業者数は、全国・東北・本県ともに減少傾向にある。

○ 本県の建設業許可業者数は、全国を上回るペースで減少している。

(4) 建設投資額

○ 建設投資額は、全国・本県ともに減少傾向にあるが、近年は持ち直してきている。

○ 本県の建設投資額は４,０９３億円であり、ピーク時（平成８年度）の４５.２％

の水準である。
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(5) 県内新規高校卒業者の就職状況

○ 建設業の充足率は２１.７％であり、全産業平均（４０.５％）より低く、年々低

下傾向にある。
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○ 建設業への就職予定者は２６０人で、全産業の中で３番目に多い。

○ 建設業への就職予定者のうち、県内建設業への就職予定者は１６０人であり、昨

年度と同数となっている一方、県外建設業への就職予定者者は１００人であり、昨

年度より２０人増加している。

（参考）昨年度の状況

814人

（35%）

297人

（13%）

250人

（11%）

160人人人人

（（（（県内県内県内県内））））

80人人人人

（（（（県外県外県外県外））））

185人

（8%）

533人

（23%）

新規高校卒業者新規高校卒業者新規高校卒業者新規高校卒業者のののの業種別就職状況業種別就職状況業種別就職状況業種別就職状況

（秋田労働局調べ）

製造業 卸売・小売業 サービス業

建設業（県内） 建設業（県外） 医療・福祉

その他

建設業建設業建設業建設業

240人 (10% )240人 (10% )240人 (10% )240人 (10% )

H28.3H28.3H28.3H28.3卒卒卒卒

合計合計合計合計

2,319人2,319人2,319人2,319人

843人

（36%）

311人

（13%）

160人人人人

（（（（県内県内県内県内））））

100人人人人

（（（（県外県外県外県外））））

250人

（11%）

173人

（7%）

504人

（22%）

平成29年3月新規高校卒業者平成29年3月新規高校卒業者平成29年3月新規高校卒業者平成29年3月新規高校卒業者のののの業種別就職内定状況業種別就職内定状況業種別就職内定状況業種別就職内定状況

（H29.6.20秋田労働局発表）

製造業 卸売・小売業 建設業（県内）

建設業（県外） サービス業 医療・福祉

その他

建設業建設業建設業建設業

260人 (11% )260人 (11% )260人 (11% )260人 (11% )

H29.3H29.3H29.3H29.3卒卒卒卒

内定者合計内定者合計内定者合計内定者合計

2,341人2,341人2,341人2,341人

（H29.5末現在）
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(6) 新規高校卒業者の離職状況

○ 全国の建設業に就職した者の約半数が３年以内に離職しており、製造業・全産業

より離職率が高い。

○ 秋田県建設産業団体連合会（構成員企業３９９社）の調査によると、建設業にお

ける新規高校卒業者の３年以内離職率（平成２３年度採用）は３８.８％となって

いる。

○ 離職理由としては、「人間関係」、「体力」、「給与・休日の少なさ」が挙げられる。
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全国全国全国全国のののの新規高校卒業者新規高校卒業者新規高校卒業者新規高校卒業者の３の３の３の３年以内離職率年以内離職率年以内離職率年以内離職率

（厚生労働省作成「新規学卒者の就職状況に関する資料」）

建設業 製造業 調査産業計

（％）

新規高校卒業者の離職状況

採用区分

採用者数

　　　（人）

３年以内

離職者数

　　　（人）

平成２３年度 98 38

平成２４年度 110 23

平成２５年度 125 27

（注）平成２４年度は２年以内、平成２５年度は１年以内の離職率

38

5

6

14

15

15

24

0 10 20 30 40

その他

企業の将来性

労働時間が不規則

休日が少ない

給与が少ない

体力的にきつい

職場の人間関係

離職理由

（複数回答・人）
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(7) 就業者の年齢構成

○ 建設業就業者のうち半数以上が５０歳以上であり、年々その割合が高くなってい

る。

○ ５０歳以上の割合は、全国平均より約９ポイント高く、全国を上回るペースで高

齢化が進んでいる。

9,528
6,048

9,114 11,225
8,178

19,697

16,226
12,459 9,985

9,730

9,576
8,146

15,482

18,181
23,010

19,827

12,430

8,125
8,722

14,496

16,453

16,923
20,426

20,444

15,186

10,742

4,161 7,512

13,119 12,548

9,824

11,452

15,282

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

昭和６０年 平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年

建設業就業者年齢別推移建設業就業者年齢別推移建設業就業者年齢別推移建設業就業者年齢別推移 （（（（国勢調査国勢調査国勢調査国勢調査））））

15～19歳 20～29歳 30～39歳

40～49歳 50～59歳 60歳以上

（人）

総数総数総数総数

64,009 65,167

76,356 75,035

61,108

48,756

50歳

以上

29%

50歳

以上

56%

46,741
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18.4%
15.0% 13.5% 13.4%

10.0% 8.5% 9.2% 7.4%

18.5%

13.3%
22.4%

15.9% 22.7%
19.6% 18.0%

17.4%

22.1%

26.4%

19.4%

20.3%

21.0%

16.7%

25.4%

18.7%

25.8%

27.2% 27.6%
33.5% 23.7%

31.1%
20.4%

23.0%

13.8%
16.7% 16.1% 16.1%

21.7% 23.5% 25.9%
32.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成１２年

（全国）

平成１２年

（本県）

平成１７年

（全国）

平成１７年

（本県）

平成２２年

（全国）

平成２２年

（本県）

平成２７年

（全国）

平成２７年

（本県）

建設業就業者年齢別構成建設業就業者年齢別構成建設業就業者年齢別構成建設業就業者年齢別構成のののの比較比較比較比較 （（（（国勢調査国勢調査国勢調査国勢調査））））

15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

39.6% 43.9% 43.7% 49.5% 45.4% 54.6%

約約約約9ﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟｲﾝﾄ

のののの差差差差

46.3% 55.7%
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(8) 賃金・休日の状況

○ 賃金は、回復基調にあるものの依然として全産業とは１割程度の格差があり、特

に４５歳以上での格差が顕著である。

4,396

4,499

4,152 4,179

4,105 4,080

4,202

4,669

4,078 4,067

3,845 3,857 3,873

3,958

4,075

4,033

4,086

2,845 2,852
2,904

2,967

2,892

2,814 2,792
2,723

2,789

2,693

2,829

2,908 2,913

2,740

2,924
2,994

3,127

4,047
4,114

3,845

3,735
3,699

3,368

3,610

3,807

3,371

3,531
3,468 3,445

3,282

3,459

3,579

3,608

3,643

2,803

2,655

2,832

2,649

2,437

2,268

2,468
2,400

2,281

2,589

2,220

2,536

2,420

2,258

2,745

2,854

2,631

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

年間賃金総支給額年間賃金総支給額年間賃金総支給額年間賃金総支給額のののの推移推移推移推移 （（（（賃金構造基本統計調査賃金構造基本統計調査賃金構造基本統計調査賃金構造基本統計調査））））

全産業男性労働者 全産業女性労働者

建設業男性労働者 建設業女性労働者

（千円）

全産業全産業全産業全産業（（（（男性男性男性男性））））

建設業建設業建設業建設業（（（（男性男性男性男性））））

格差格差格差格差▲▲▲▲443千円443千円443千円443千円

（（（（格差約12%格差約12%格差約12%格差約12%））））
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4,614

3,632

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

年齢階級別年間賃金総支給額年齢階級別年間賃金総支給額年齢階級別年間賃金総支給額年齢階級別年間賃金総支給額 （（（（平成平成平成平成２８２８２８２８年賃金構造基本統計調査年賃金構造基本統計調査年賃金構造基本統計調査年賃金構造基本統計調査））））

全産業男性労働者 全産業女性労働者

建設業男性労働者 建設業女性労働者

（千円）

【45～49【45～49【45～49【45～49歳歳歳歳】】】】

全産業全産業全産業全産業（（（（男性男性男性男性））））

建設業建設業建設業建設業（（（（男性男性男性男性））））

格差格差格差格差▲982▲982▲982▲982千円千円千円千円

（（（（格差約27%格差約27%格差約27%格差約27%））））

建設業女性労働者（19歳未満及び70歳以上）はデータ無
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（参考）前回調査の結果

4,825

3,840

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

年齢階級別年間賃金総支給額年齢階級別年間賃金総支給額年齢階級別年間賃金総支給額年齢階級別年間賃金総支給額 （（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年賃金構造基本統計調査年賃金構造基本統計調査年賃金構造基本統計調査年賃金構造基本統計調査））））

全産業男性労働者 全産業女性労働者

建設業男性労働者 建設業女性労働者

（千円）

【50～54【50～54【50～54【50～54歳歳歳歳】】】】

全産業全産業全産業全産業（（（（男性男性男性男性））））

建設業建設業建設業建設業（（（（男性男性男性男性））））

格差格差格差格差▲▲▲▲985千円985千円985千円985千円

建設業女性労働者（70歳以上）はデータ無
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○ 建設業において完全週休二日制を実施している事業所は１９.１％であり、他産

業より少ない。

○ 本県の建設業は全国と比較しても完全週休二日制の導入が遅れている。

(9) 女性の就業状況

○ 建設業における女性労働者の割合は１２％であり、他産業よりもかなり低い。

○ 建設業女性労働者のほとんどは事務・営業員であり、技術者や技能者は少ない状

況となっている。

16,887

36,127 41,609 41,026

52,314

76%

39,749

52%

27,093

39%

5,715

12%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

医療、福祉 卸売業、小売業 製造業 建設業

産業別女性労働者数産業別女性労働者数産業別女性労働者数産業別女性労働者数 （（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年国勢調査年国勢調査年国勢調査年国勢調査））））

男性 女性

（人）

83.7
90.6 88.6

27.4

49.3 49.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

建設業 製造業 全産業

全国全国全国全国のののの週休二日制週休二日制週休二日制週休二日制のののの実施状況実施状況実施状況実施状況

（厚生労働省・平成２８年就労条件総合調査）

何らかの週休二日制 完全週休二日制

87.2 87.8
83.7

19.1

33.9
40.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

建設業（95社） 製造業（227社） 全産業（1,118社）

週休二日制週休二日制週休二日制週休二日制のののの実施状況実施状況実施状況実施状況

（県雇用労働政策課・平成２８年度労働条件等実態調査）

何らかの週休二日制

（２日超含む）

完全週休二日制

（二日超含む）

（％）（％）

総数

　(人)

男性

　(人)

女性

　(人)

比率

（対総数）

事務

営業員

1,740 735 1,005 57.8%

技術者 6,095 5,925 170 2.8%

技能者 1,090 1,074 16 1.5%

運転手

作業員

3,370 3,294 76 2.3%

計 12,295 11,028 1,267 10.3%

秋田県建設産業団体連合会構成員企業468社

（H28.12秋田県建設産業団体連合会調べ）
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３ 担い手の確保・育成に係る主な論点

(1) 新規高校卒業者等の若者の就労が円滑に進まず離職率も高い状況を踏まえて、どの

ようにして若者の入職を促進するとともにその育成を図っていくのか。

(2) 賃金や休日等をはじめとする処遇の改善を進めていく上での課題・問題点は何か。

また、どのようにして男女がともに働きやすい環境を整備していくのか。

建設業就業者の高齢化への対応や女性の活躍を一層促進していくためには、建設生

産システム全体の生産性の向上が急務となっているが、この課題にどう取り組んでい

くのか。

(3) 担い手の確保・育成に向けて全ての関係者の積極的な取組が求められる中で、行政

（発注者）、建設業団体（受注者）、教育機関等の相互の連携・協力はどうあるべきな

のか。
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Ⅱ 課題と対応の方向性

１ 建設労働者の処遇改善の徹底

【現状・課題】

建設産業の労働条件は、賃金、社会保険加入等において他産業と比べて立ち遅れてお

り、本県においても全産業と比較して賃金は約１割程度低く、休日についても完全週休

２日制を導入している割合は約２１ポイント低い状況である。

社会保険加入率の改善など、既に実施している施策の成果は徐々に現れてきているが、

収入や休日の問題及び自然環境に左右される労働環境などが建設業に就職・定着しない

主な理由と考えられ、特に若年層にとっては、賃金に関する処遇だけでなく、週休２日

等の休日確保対策が重要である。

また、中核となる技術者・技能者の熟練した技術・技能や、マネジメント力等のキャ

リアを適切に賃金に反映する等、離職率の低下や定着率の向上のために処遇改善の必要

がある。

【審議会・小部会の意見】

・ 賃金の改善については、全社員の給料是正が伴うため経営側としては厳しい。

・ 建設業は働き盛りである４０～５０歳代の年間賃金総支給額が大きく下がっている

現状。この部分の解決が必須である。

・ 就職希望の学生の関心は職場の人間関係や給与・休日が少ないこと。一番の関心は

賃金面であり、県内の給料水準が低いため県外に流出する現状もあるため改善が必要

である。

・ 友人が休日の際に自分は休日出勤という状況が、若者の早期離職の原因となりうる。

・ 休日が少ないのは建設業に限ったことではない。県内の建設企業がしっかりと収益

を上げて賃金を増やしていくことが大切である。

・ 工事現場においては実際休む暇がない現状であり、完全週休２日制についても強制

的に行わないと工事現場は休めない。

・ 年度末に集中する工期の分散等の施工時期の平準化と組み合わせて実施しなければ

完全週休２日の実施は難しい。

・ 特に中途入職技能者のキャリアが給料に反映されていない現状であり、職人の職能

に応じた評価がされていない懸念がある。

・ 業界としては若手や女性だけでなく高齢者も担い手と考えている。

・ 経営規模が小さいほど従業員の処遇改善は難しい。中小企業が存続し、または経営

基盤を強化していくため、Ｍ＆Ａや合併、事業譲渡などを啓発し、円滑な事業継続を

サポートすることも検討すべきではないか。
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【対応の方向性】

「新規・継続」の区分

「①今後、新たに取り組んだ方がよいもの」、「②現在、取組の導入期にあり、実質的には①と

同じと捉えることができるもの」及び「③一部の地域・団体等に限定されている取組であり、

実質的には①と同じと捉えることができるもの」について「新規」と表示

「業界・教育・行政」の区分

取組の主体として最も相応しい者を表示

○適切な利潤の確保を通じた賃金水準の向上

・設計労務単価の適切な設定による積算 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

・建設業界の賃金水準の向上に関する要請 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

・技術者・技能者に支払われる賃金水準の向上 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

・市町村に対するダンピング対策強化の働きかけ 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

○中核となる技術者・技能者の技術・技能等の熟練度の適切な評価

・総合評価落札方式における登録基幹技能者配置 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

に対する評価

・登録基幹技能者の評価・活用による処遇の向上 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

○高齢者が就労しやすい環境整備による技術・技能の継承及びマンパワーの確保

・熟練技術者・技能者によるＯＪＴの実施促進 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

○建設業への入職意欲及び定着の促進

・適正な工期・工程等による計画的な休日確保や 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

作業時間の短縮

・社会保険への加入と未加入者に対する指導 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

・法令を上回る育児休暇制度の導入と当該取組へ 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

の支援

・技術者等の意識・要望等に関する実態の把握 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

○完全週休２日制の普及に向けた取組

・モデル工事の実施による完全週休２日制の拡大 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政
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○経営基盤強化に向けた取組

・建設業者の合併支援策の継続 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

・秋田県事業引継ぎ支援センター（※）のＰＲと 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

活用

※「秋田県事業引継支援センター」

県内の多くの中小企業において課題となっている経営者の高齢化に伴う後継者問題に対応するため、現経営者が

後継者へ事業やこれまで培ってきた様々な財産（人、物、金、知的資産）を引き継ぐ事業承継についての相談窓口

や助言を行う機関として秋田商工会議所が平成２６年度に開設
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２ 若手の入職と定着の促進

【現状・課題】

秋田県内の建設業における新規高校卒業者の充足率は２１．７％（平成２９年３月卒）

となっており、高校生が就職先として建設業を選択していない。また、建設業者は、新

規卒業者を希望どおりに採用できていない。

建設業における全国の新規高校卒業者の３年以内の離職率は４８．３％であり、採用

しても３年以内に半数が辞めている。

生活基盤の整備や除雪等、地域の担い手として県民の安全安心の確保に貢献している

建設業において、担い手の高齢化、若手不足が深刻な課題となっていることから、若手

の入職促進及び定着に取り組む必要がある。

【審議会・小部会の意見】

・ 現場見学会の開催やPR用のDVDを活用する等、生徒の興味を建設業に向けるための

取組が必要である。

・ ＰＲ媒体を作成しても郵送するだけでは意味がない。高校を訪問し、直接、生徒や

先生に訴えかけていかないといけない。

・ 建設業界は、業界の入職動機の方向付けが薄い印象がある。

・ 高校生だけではなく、もっと若い段階で建設業界に興味を持たせられる工夫があれ

ばいいのではないか。

・ マスコミに取り上げてもらうため、もっとアピールが必要である。

・ 給与の決定の仕組み作りや今後の見通しを提示して「見える化」していくことで、

スキルアップに取り組む意欲も出てくるのではないか。

・ 職場の雰囲気作りや人間関係等、若手職員への配慮が足りないのではないか。

・ 離職理由を分析することで、離職防止策を講じることができるのではないか。

・ 職場に同じ世代が少なく、職場で悩みを相談できないのではないか。

・ 職員自ら育成・チャレンジする職場の雰囲気作りに取り組んでほしい。

・ 離職率は入職する生徒・保護者の関心が高い部分であり、定着率向上が必須である。

・ 平成２８年３月高校卒業者のうち、普通高校から建設業に入職した生徒は６５名お

り、建設業入職者のうち約２５％を占めるなど決して少なくない。普通高校も含めた

就職希望者に建設業界への入職促進の取り組みに力を入れることが必要と思われる。

・ 高校２年次に実施しているインターンシップは、普段の授業で専門分野を学ぶ意義

の理解や建設業の魅力に触れ、職業選択に活かす生徒が多く有効である。

・ 高校３年生向けの対策では遅い。１・２年生向けの対策を講じる必要がある。

・ 県内大学等は、県内企業に詳しいコーディネータ等を配置する必要がある。

・ 若者の早期離職は建設業に限ったことではない。産業全体として、ミスマッチによ

り早期離職した若者をワンストップで受け止めて次の職場につなげていく仕組みが必

要である。
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【対応の方向性】

○建設産業への理解や関心の向上

・教育機関との連携による生徒・学生を対象とし 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

た出前講座や建設現場見学会、インターンシッ

プの開催

・建設業の魅力を伝えるパンフレットやポスタ 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

ー、動画等の作成・活用と当該取組への支援（建

設業担い手確保育成支援事業魅力発信型）

・小中学生等の若い世代や、生徒の親世代へ建設 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

業の魅力を伝える働きかけ

・就職を希望する生徒・学生に対するガイドブッ 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

クの作成等、建設業に関する情報発信

・総合評価落札方式における職業体験等の取組に 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

対する評価

・ドローンやＩＣＴ（※）を活用するモデル工事 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

の実施、ＩＣＴ技術の活用・普及啓発及びＩＣ

Ｔ人材の育成

○若手・中堅技術者のキャリアアップの促進

・若手・中堅技術者を対象とした研修会や資格試 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

験講習会等の開催と当該取組への支援（建設業

担い手確保育成支援事業キャリアアップ型）

・入職後のキャリアアップによる賃金や役割など 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

の将来像がイメージできる標準例（キャリアパ

ス）の提示

・常に最新の知識や技術を修得し、自己の能力の 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

維持・向上を図るための技術者の継続教育（Ｃ

ＰＤ）の促進

・「建設業キャリアアップシステム（※）」の活用 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

による技術者・技能者の経歴把握及びスキルア

ップの促進

○優秀な若手技術者等が早期に活躍できる環境整備

・総合評価落札方式における若手技術者配置に対 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

する評価

・入札参加資格審査における若年者を雇用し、継 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政
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続雇用した場合の加点評価

・総合評価落札方式における新卒者及び離職者の 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

新規雇用実績や、技術職員の継続雇用の評価

・高校在学中の資格取得の推進及び就職前準備研 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

修への協力

・若手技術者向け研修等の若手・中堅技術者を対 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

象とした研修会や資格試験講習会等の開催

・新規入職者講習会の実施やＳＮＳ活用等の同年 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

代が悩みを共有できる仕組みづくり

※「ＩＣＴ」

情報処理や通信に関する技術、産業、設備、サービスなどの総称。「情報通信技術」と訳される。

※「建設業キャリアアップシステム」

建設技能労働者がその能力・実績に応じた適切な評価を受けられるようにするととも に、品質の向上をはじめ

とした現場管理の効率化を図ることなどを目的として、技能労 働者の保有資格や就業履歴を業界統一のルールで

登録・蓄積するシステム

平成２９年度の運用開始に向け、国が（一財）建設業振興基金に委託しシステムを構築中

準備作業参加団体：(一社)日本建設業連合会、(一社)全国建設業協会、(一社)全国中小建設業協会、(一社)建設

産業専門団体連合会、(一社)日本空調衛生工事業協会、(一社)日本電設工業協会、(一社)住

宅生産団体連合会、全国建設労働組合総連合
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３ 将来を見通すことのできる環境整備

【現状・課題】

県内の建設投資額は平成２７年度は４，０９３億円であり、近年は持ち直してきてい

るものの、ピーク時の平成８年度と比較すると４５．２％の水準となっている。

こうした建設投資額の急激な減少による競争の激化に伴い、一時期、県発注工事にお

いて低価格による落札が急増し落札率が大幅に低下した。

低価格での受注の増加による建設業者の収益性の低下や下請負業者へのしわ寄せなど

により、建設業就業者の雇用環境が厳しいものとなり、離職者の増加や若手入職者の減

少といった構造的な問題が発生した。

こうした状況から改善を図るためには、中長期的な担い手の確保・育成対策として、

建設業者が将来を見通すことのできる環境を整備し、経営健全化や雇用の安定等を図る

必要があることから、発注者においては、工事発注・施工時期の平準化などの取組を進

めるとともに、公共事業予算の安定的・継続的な確保や中長期的な事業の見通しの確保

を図っていく必要がある。

【審議会・小部会の意見】

・人口減少化におけるインフラ整備のあり方、老朽化したインフラの長寿命化及び防災

力の強化等の視点を踏まえ、望ましい人材及び必要数を確保する必要がある。

【対応の方向性】

○中長期的な事業の見通しの確保

・公共事業費の安定的・継続的確保と国へ対する 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

働きかけ

・ゼロ県債や社会資本整備総合交付金事業でのゼ 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

ロ債務負担行為の設定などによる工事発注・施

工時期の平準化

・工事の発注見通しを年４回公表 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

○地域を支える建設業者の確保

・工事の県内業者への優先発注、県内業者との下 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

請契約や資材調達先を県内業者とすることの受

注者への要請

・県内中小建設業者の受注機会確保のための分離 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

・分割発注の推進
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・除雪業務や道路河川等維持管理業務などにおけ 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

る複数年契約による地域維持型ＪＶ制度の運用

・受注者が工事の着手時期を柔軟に選択できる 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

「余裕期間制度」の導入と活用

・最新単価の適用による適正な予定価格の設定 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

・経営者のスキルアップに がるセミナー・研修 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

等の開催
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４ 教育訓練の充実強化等

【現状・課題】

建設労働者の高齢化が進行する中、新規入職者が減少しており、担い手の確保並びに

経験により蓄積された熟練技能の継承が困難となりつつある。

一企業単独での人材育成・技能継承では人数や業種に限界があることから、教育機関

による育成や、会社の垣根を越えた業界の横断的な取組が不可欠となっている。

また、資格取得や技能習得等のキャリアアップにより、技術力・施工能力の向上が図

られるほか、処遇改善及び定着率の向上が期待できることから、在職者に対する教育訓

練の強化を図る必要がある。

【審議会・小部会の意見】

・技能者を養成する研修機関は全国で静岡と兵庫の２箇所しかなく、１年間で８００人

しか受入できない現状であり、８地方整備局に教育訓練施設を設立し、講習と試験を

集中して行うなどして技能者を増やす取組を国に対して要望している。

・年２回の施工管理技術検定試験だけでは技術者不足は補えない。

・熟練技能者は優れた技能を有しているが、人に教えることには得手・不得手があるこ

とから、教える側の人材確保も課題である。

【対応の方向性】

○産学官で人材育成を支える仕組みの構築

・ポリテクセンターや技術専門校等の教育訓練施 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

設等との連携体制の構築

・企業連携による共同研修や人材交流等の実施 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

○小中高等学校と連携した人材確保育成の推進

・高校生を対象とした出前講座や建設現場見学 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

会、インターンシップの開催（再掲）

・建設業の魅力を伝えるパンフレットやポスタ 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

ー、動画等の作成・活用と当該取組への支援（建

設業担い手確保育成支援事業魅力発信型）（再

掲）

・小中学生等の若い世代や、生徒の親世代へ建設 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

業の魅力を伝える働きかけ（再掲）

・就職を希望する生徒・学生に対するガイドブッ 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政
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クの作成等、建設業に関する情報発信（再掲）

・ドローンやＩＣＴを活用するモデル工事の実 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

施、ＩＣＴ技術の活用・普及啓発、ＩＣＴ人材

の育成（再掲）

・高校在学中の資格取得の推進及び就職前準備研 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

修への協力（再掲）

○資格取得や技能習得によるキャリアアップの推進

・総合評価落札方式における技術者の継続教育の 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

取組の評価

・資格取得に結びつく研修の実施と当該取組への 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

支援（建設業担い手確保育成支援事業キャリア

アップ型）

・技能実習に対する建設労働者確保育成助成金の 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

ＰＲと活用

・若手技術者向け研修の実施 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政
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５ 女性の更なる活躍促進

【現状・課題】

県内建設業における女性就業者の割合は約１２％であり、他産業よりもかなり低い。

また、建設業女性就業者のほとんどは事務・営業員であり、技術者・技能者は少ないな

ど、女性の更なる活躍促進は県内建設業が抱える大きな課題の一つとなっている。

一方、国では、女性の活躍を国の成長戦略の柱と位置付け、行政と業界が協働して「も

っと女性が活躍できる建設業行動計画」を策定し、建設業に入職する女性の増加や女性

が働きつづけることができる職場環境づくり等の施策を推進している。

女性にとって働きやすい職場は同時に、男性にとっても働きやすい職場であり、男性

も含めた業界全体の意識改革や職場環境の改善のため、新たな支援事業の立ち上げやモ

デル工事の実施等により建設業における女性の活躍を促進していく必要がある。

【審議会・小部会の意見】

・社内や現場の環境づくりが第一である。

・残業と家事を両立させるというのはつらいことだが、会社に相談して手を借りること

ができれば仕事を続けることができる。

・総合評価落札方式において女性技術者の評価の仕組みを導入することについて検討し

てはどうか。

・出産等の後に現場復帰するときの支援が大切であり、支援策としては、復帰前の研修

費用の助成や職場内研修の実施に取り組む企業の評価などが考えられる。

・例えば農業分野では、農業用機械が著しく進歩し、女性でも快適に運転できるように

なっている。建設機械においても女性向けにアピールできればよいのではないか。

・これだけ大きく女性活躍を取り上げる産業は他にないにもかかわらず、世間に浸透し

ていない。女性活躍に関する広報を積極的に行う必要がある。

・女性が活躍することのメリットなどについて十分に啓発し、経営トップにアピールす

るなど、企業側の意識改革も不可欠と思われる。

【対応の方向性】

○女性の活躍に関する情報発信・啓発

・建設業の魅力を伝える情報発信 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

・建設業に興味のある女子高校生と女性技術者に 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

よる建設女子会の実施
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○女性にとって働きやすい環境づくり

・女性の職場環境の改善を図るための経営者向け 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

研修会の開催

・法令を上回る育児休暇制度の導入と当該取組へ 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

の支援（再掲）

・現場で働く女性に配慮した快適トイレ等の設置 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

・女性でも扱いやすい建設機械等の普及促進 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

・女性活躍推進に関する厚生労働省等の支援制度 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

のＰＲと有効活用

○女性のキャリアアップの促進

・女性技術者等のスキルアップを図るための研修 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

会の開催と当該取組への支援

・女性技術者配置モデル工事の実施 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

・総合評価落札方式における女性技術者の評価 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

○建設業への入職の促進

・教育機関との連携による生徒・学生を対象とし 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

た出前講座や建設現場見学会、インターンシッ

プの開催（再掲）

・建設業の魅力を伝えるパンフレットやポスタ 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

ー、動画等の作成・活用と当該取組への支援（建

設業担い手確保育成支援事業魅力発信型）（再

掲）

・小中学生等の若い世代や、生徒の親世代へ建設 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

業の魅力を伝える働きかけの強化（再掲）
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６ 建設生産システムの省力化・効率化・高度化

【現状・課題】

全国を上回るペースで県内建設業就業者の高齢化が進んでおり、将来の労働力人口の

減少により地域の建設業が維持できなくなる懸念がある。

また、重層下請構造について、建設業の産業特性上一定の下請構造は不可避であるも

のの、行き過ぎた重層化により間接経費が増加するなど、生産性の低下や労務費へのし

わ寄せの発生の要因と考えられる。

そのため、少人数で施工可能なシステムの導入等の更なる現場施工技術の高度化や、

休日等の処遇の改善及び女性の更なる活躍にも がる現場の省力化・効率化等の生産性

の向上を進めていく必要がある。

【審議会・小部会の意見】

・３ＤＣＡＤ（※）が導入されている会社が少ない印象。導入を推進すべき。

・インターンシップにおいてドローンなどの最新鋭の測量機械に触れることで、高校生

の測量の仕事に対する就業意欲が高まっているという声がある。

・新技術が導入された場合、担当者が使い方を覚えるまで時間がかかり、習熟まで若年

者の負担増が懸念される。

・ＩＣＴ導入については、生産性が向上すれば熟練技能者は不要になるという誤解を与

えないよう配慮して進める必要がある。

・技能労働者は日給月給であり、仕事を休むと月の手取りが１２万円程度の月もあると

聞く。県内下請業者の現状も知っておく必要がある。

【対応の方向性】

○新技術・新工法の開発及び現場での活用促進

・ＩＣＴモデル工事の実施やＩＣＴ研修会・現場 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

見学会の開催、職員の先進地派遣、関係機関と

の連携、工事現場における課題の検証等

・３ＤＣＡＤ教育等を実施する高校に対する支援 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

○計画的・効率的な受注や施工の実施を通じた作業時間の短縮、計画的な休日確保等現

場の労働条件改善の推進

・債務負担行為や早期の繰越手続き、余裕期間等 新規新規新規新規・・・・継続 業界継続 業界継続 業界継続 業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

の施工時期の平準化及び適正工期の設定への取

組（再掲）
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○技術者・技能者の効率的な活用

・技能実習に対する建設労働者確保育成助成金の 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

周知・活用による多能工の育成

・多能工の処遇の改善の取組 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

・現場代理人等の常駐義務及び専任の主任技術者 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

の専任義務の緩和

・建設キャリアアップシステムによる技能労働者 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

履歴の活用

○重層下請構造に関する実態の情報収集

・下請の次数目標設定等に関する情報収集 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

○技能労働者を大切にし、施工力のある専門工事業者の適正な評価

・常時雇用・月給・週休２日制を原則とする雇用 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

形態の普及

・技能労働者の直接雇用の拡大 新規新規新規新規・・・・継続継続継続継続 業界業界業界業界・・・・教育教育教育教育・・・・行政行政行政行政

※３ＤＣＡＤ（スリーディーキャド）

立体的（３次元）に工業製品や建設（土木・建築）の設計・製図をコンピューターで行う技術。
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Ⅲ 推進体制

【推進方針】

行政機関、教育機関及び建設業界等との適切な役割分担をもとに情報交換や連携を密

にし、各機関が実施する施策についてさらに連携を強化することにより、効果的に担い

手確保・育成のための取組を実施することが期待される。

また、発注機関である行政機関相互の十分な連携を図り、可能な限り同一歩調での取

組を進めていく必要がある。

こうした幅広い取組を網羅的に把握し、調整するための中核的な組織を新たに設置し、

主体的な役割を担いつつ、関係団体・機関等と協力・連携しながら事業の推進に取り組

んでいく。

【推進体制】

社会資本の整備・維持管理や災害対応等を担い、県民生活の安全・安心を支える建設

産業の持続的な発展を図るため、新たに「建設産業担い手確保育成センター（仮称）」（以

下「センター」という）を設置し、ワンストップ体制を整え、高校生・大学生等のイン

ターンシップのほか、関係団体・機関等と協力し、マッチングや人材育成等を進める。

【センターの概要】

・設置箇所 秋田県建設部内に設置

・主な業務 ①担い手確保育成推進員（仮称）によるワンストップ対応

②広報・マッチング活動

③女性活躍推進活動

④人材育成活動

⑤運営委員会・サポート部会活動

【連携体制】

○建設業界：秋田県建設産業団体連合会、（一社）秋田県建設業協会 等

○教育機関：教育庁（小・中・高等学校）、高等教育機関、職業能力開発促進センター

（ポリテクセンター） 等

○関係団体：秋田県建設産業人材確保・育成事業推進委員会（（一社）秋田県建設業協

会）、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 等

○行政機関：厚生労働省、国土交通省、市町村、県（雇用政策、女性政策、教育政策、

建設政策）


